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2021年 7月 30日 

各  位 

東京都港区虎ノ門四丁目１番 28号 

日本通信株式会社 

代表取締役社長 福田 尚久 

（コード番号：9424） 

問合せ先 執行役員ＣＦＯ 小平 充 

電話 03-5776-1700 

日本通信、FPoS の商用サービス開始に向け、事業子会社の株主構成を強化 

当初からのFPoS 技術開発パートナーであるクライムが資本参加 

日本通信株式会社（以下、「当社」という）は、FPoSの事業主体である当社子会社、my FinTech株式

会社（以下、「my FinTech」という）を中心に FPoS事業の商用サービス開始に向けて準備を進めていま

す。当社は、FPoS事業を推進するため、my FinTechの株主構成を強化しており、この度、FPoSプロジ

ェクトの当初からの技術開発パートナーである株式会社クライム（以下、「クライム」という）が、my 

FinTechに資本参加しましたので、下記の通りお知らせいたします。 

記 

１．my FinTechの株主構成の概要 

当社は、スマートフォンで安全な金融取引を実現し、デジタル時代における最も安全・安心なデジタ

ル IDを提供すべく、FPoS（Fintech Platform over SIM、エフポス）を開発し、金融庁の「FinTech実

証実験ハブ」における実証実験を経て、商用サービス（以下、「本事業」という）の提供に向けて準備

を進めています。 

具体的には、当社は、本事業において電子署名法に基づく認定認証業務を提供するため、認定を受け

て本事業を展開する主体として、2018年 11月に my FinTechを当社の 100%子会社として設立し、電子

証明書を発行する電子認証局を立ち上げています。また、2021年 1月 15日に my FinTechが電子署名

法に基づく認定を申請し、現在、認定にかかる調査が行われています。認定された場合、スマートフォ

ンに発行する電子証明書として初めての電子署名法の認定となります。2021年 4月 30日の政府からの

通達により、LINE ID等で政府及び地方自治体は個人情報を取り扱うことが禁止されたことから、個人

情報をスマートフォンを利用して安全・安心に取り扱うことのできる FPoS は、次世代スマホ ID とし

て高い評価をいただいており、群馬県前橋市を始め、海外及び国内の他の地域からもデジタル IDとし

て採用することが検討されています。 
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当社は、my FinTechの設立時に開示したとおり（2018年 11月 29日付の当社開示資料「日本通信、

安全・安心な FinTechプラットフォーム事業を運営する子会社を設立」をご参照ください）、本事業の

協業パートナーに my FinTechの株主として参画していただき、FPoSをスマートフォンにおける世界で

最も安全・安心な FinTechプラットフォームとして構築・展開することを目指しています。 

以上の状況を踏まえ、金融庁における実証実験の段階からの技術開発パートナーであるクライムが、

my FinTechに資本参加することで、今後の更なる技術開発の強化を図り、同時に FPoSを活用する様々

なアプリ開発に関する技術支援の体制を整えます。 

 この度のクライムの資本参加により、my FinTechの株主は、当社、日本 ATM株式会社、デロイト ト

ーマツ ファイナンシャルアドバイザリー合同会社、クライムの４者となりました。 

FPoS が目指している事業は、極めて大きな可能性を有しており、実証実験、電子署名法の認定取得

に向けた取り組み、デジタル ID としての顧客/用途開発等を行ってまいりました。そしていよいよ事

業を開始していくに際し、クライムの資本参加及び上記の通りの株主構成強化により、FPoS 事業の推

進体制が整ったものです。 

当社代表取締役社長福田尚久は、「この度の株主構成強化なしには FPoS の成功はあり得ない」と述

べています。 

２．my FinTechの概要 

① 名 称 my FinTech株式会社 

② 所 在 地 東京都港区虎ノ門四丁目１番 28号 

③ 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 代表取締役社長 福田 尚久 

④ 事 業 内 容 ネット取引認証プラットフォームの運営 

⑤ 決 算 期 ３月 

⑥ 設 立 年 月 日 2018年 11月 29日 

⑦ 本 件 資 本 参 加 の 決 議 日 2021年 7月 27日 

⑧ 本 件 資 本 参 加 の 払 込 期 日 2021年７月 30日 

⑨ 
本 件 資 本 参 加 後 の 資 本 金 

（ 資 本 準 備 金 を 含 む ） 
226,505,000円 

⑩ 
本 件 資 本 参 加 後 の 

株 主 の 議 決 権 比 率 

日本通信株式会社：71.090% 

日本 ATM株式会社：21.325% 

株式会社クライム： 4.741% 

デロイト トーマツ ファイナンシャルアドバイザリ

ー合同会社：2.843% 
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３．クライムの概要 

① 名 称 株式会社クライム 

② 所 在 地 群馬県高崎市栄町16-11 高崎イーストタワー13階 

③ 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 代表取締役社長 金井 修 

④ 事 業 内 容 システム開発事業 

⑤ 資 本 金 4,900万円 

⑥ 設 立 年 月 日 1989年 4月 1日 

⑦ 
上 場 会 社 と 当 該 会 社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 

my FinTech株式会社における

FPoS 関連のシステム開発の委

託 

関 連 当 事 者 へ 

の 該 当 状 況 
該当事項はありません。 

クライムは、群馬県前橋市にメインとなる開発拠点を構え、銀行、生保、損保、通信、官公庁等の大

規模なシステム開発を受託するシステムインテグレータです。FPoS は、政府や地方自治体、金融機関

等で基幹となる仕組みとして使われるものであること、さらに電子署名法の認定認証業務を支える堅

牢なシステムが不可欠であることから、プロジェクト当初からクライムと共同開発及び開発委託を行

っています。 

以上 

■日本通信について

日本通信株式会社は、1996年の創業時から強い信念をもってMVNOという新たな産業を生み出してき

た会社です。あらゆるものがデジタル化し通信でつながる今日において、日本通信の特許技術であるモ

バイル専用線は、その主要システム全てにおいて国際セキュリティ基準のPCI DSS認定を取得し、警

察や銀行、クレジットカード業界などの厳しいセキュリティ要件が求められる分野で採用されていま

す。さらに日本通信は、世界最高水準のセキュリティを確保しつつも、利便性を損なわずに本人認証と

取引内容の改ざん防止を可能とし、スマートフォンで安全・安心な金融取引を実現するフィンテックの

共通プラットフォーム化も進めています。日本通信は今後も、チャレンジャーであり続け、安全なモバ

イル環境が、国境を越えた社会インフラになることを目指してまいります。 


